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１ ⼟地改良事業の特性と果たしてきた役割



◯ 我が国では、⼆千年以上の永きにわたり、⼈間の⽣存にとって不可⽋な⾷料⽣産の基盤である農地
と⽔に連綿と⼿をかけてきた。これは、太古の時代から時々の政府等が取り組んできた農地と⽔の開発
の歴史。

◯ 農地と⽔利施設が概成した現在、この歴史的な仕事は「保全管理」の段階に⾄っており、これらを
良好な状態で次の世代に引き継ぐ必要。

１１ ⼟地改良事業の特性と果たしてきた役割
（１）⼟地改良の歴史



◯ ⼟地改良法では、農業⽣産における基礎的な資源である農地や農業⽤⽔等の⽣産基盤を整備するこ
とで、農業の⽣産性の向上、農業総⽣産の増⼤、農業⽣産の選択的拡⼤及び農業構造の改善を図ること
としている。

１ ⼟地改良事業の特性と果たしてきた役割
（２）⼟地改良事業の概要 ①⼟地改良法の⽬的

█ ⼟地改良法

農業⽣産基盤の
整備及び開発

農⽤地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業

█ ⼟地改良制度のしくみ

実現

・農業⽣産性の向上
・農業総⽣産の増⼤
・農業⽣産の選択的拡⼤
・農業構造の改善

⽬ 的

３．⼟地改良区の設⽴、運営、管理
４．交換分合
５．⼟地改良事業団体連合会
６．国の補助
７．監督等

１．⼟地改良⻑期計画
２．⼟地改良事業

① 農業⽤⽤排⽔施設、農業⽤道路等
の新設､変更､管理

② 区画整理
③ 農⽤地の造成 等

・事業実施⼿続き、換地⼿続き、施設の
管理、農⽤地に関する権利関係の調整

【事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事項として規定】

⼿ 段

・環境との調和に配慮
・国⼟資源の総合的
な開発及び保全

・国⺠経済の発展に
適合

事業実施原則

（⽬的及び原則）
第⼀条 この法律は、農⽤地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めて、

農業⽣産の基盤の整備及び開発を図り、もって農業の⽣産性の向上、農業総⽣産の増⼤、農業⽣産の選択的拡⼤及び農業構造の
改善に資することを⽬的とする。

２ ⼟地改良事業の施⾏に当たつては、その事業は、環境との調和に配慮しつつ、国⼟資源の総合的な開発及び保全に資するとと
もに国⺠経済の発展に適合するものでなければならない。
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・国⺠の価値観の変化（物の豊かさ → ⼼の豊かさへ）・⾼度経済成⻑
（S29〜S48頃）

・⾷料･農業･農村基本法の制定（H11）

・コメ余剰が顕在化
・農村における都市化・混住化

・敗戦からの復興 ・プラザ合意を契機とした農産物の貿易⾃由
化と円⾼による農産物価格の低下

社
会
経
済
情
勢

・農業基本法の制定（S36）
・農地法の改正（S45）
（農地の流動化の促進）

新基本法農政貿易自由化・生活大国米の生産調整の始まり基本法農政戦後
復興

S20～ S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

・国⼟強靱化基本計画
（H26）

・東⽇本⼤震災（H23）

・農林⽔産業・地域の活⼒創造プラン （H25）
・新政策の公表
（H4）

・公共投資基本計画が閣議了解（H6）
（⽣活関連投資に重点)

R2

・熊本地震（H28）

・農業⽤ため池の管理及び保全
に関する法律の制定（H31）

・まち･ひと･しごと
創⽣総合戦略（H26）

・帰還者や失業者を受け入れるた
め、緊急開拓を中心とした農業
農村整備事業を実施

・他産業との格差是正を基本目標とする農業基本法の
制定（S36）

・農業の生産性向上、農業生産の選択的拡大、農業構
造の改善といった政策の方向性に則し、予算名称を
食糧増産対策事業費から農業基盤整備事業費に変更

・労働生産性向上のためのほ場整備事業の創設（S38）

・第一次土地改良長期計画（S40～49）

・農地改革の進展、土地改良法の制定
（S24）

・開墾から既耕地の土地改良へ、失業
対策から食料増産へと重点を移行

・稲作中心の投資から稲作転換の汎用化や畑地改良へと重点
を移行(畑地総合土地改良事業や排水対策特別事業の創設)

・農村の都市化から農業資源を保全することを目的とした各
種防災事業の創設

・都市的水需要に応える農業用水合理化事業等の創設

・農村の生活環境整備のための農村総合整備事業等の創設

・第二次土地改良長期計画（S48～57）

・担い手への農地集積を図る大区画ほ場
整備事業の創設

・土地改良負担金対策の創設

・第三次土地改良長期計画（S58～S67）

・生産基盤整備、農村整備、防災保全
を３つの柱に据え、予算名称を農業
農村整備事業費に変更

・第四次土地改良長期計画（H5～14）

・事業の実施原則として、環境との
調和への配慮を明確化（H13）

・農家や地域住民らによる農地や水、
環境の保全活動を支援（H19～）

農
業
農
村
整
備
事
業
の
対
応

昭和20年代 ～

昭和30年代後半 ～

昭和40年代中盤 ～

昭和60年代 ～

平成始め ～

・農業の競争強化を図るため、農地
の大区画化・汎用化等に加え、担
い手への農地の集積・集約化や農
業の高付加価値化等を推進

・農地中間管理機構が借り入れてい
る農地について、農業者の申請、
費用負担、同意を要しない基盤整
備の制度を創設（H29）

・施設の耐震化及び突発事故対応に
ついて、農業者の申請を要しない
制度を創設（費用負担、同意も原則

不要）（H29）

・土地改良長期計画（H28～R2）

平成20年代後半 ～

・農村の多面的機能の維持・発揮を
図る取組として、日本型直接支払制
度を創設（H26～）

（参考）農業農村整備事業の歩み
◯ ⼟地改良事業を含む農業農村整備事業は戦後当初より公共事業として実施され、その時々の社会経

済情勢に応じた政策⼿段としての位置付けの下、農業施策と農村施策の両⾯から、農村地域を施策の対
象として展開。

◯ 農業⽣産に必要な農地・⽔資源の整備と農村環境の改善を図ることにより、国⺠に対する⾷料の安
定供給や農村の健全な発展に寄与。
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◯ 良好な営農条件を備えた農地や農業⽔利施設は、我が国の農業⽣産を⽀える重要なインフラ。
◯ このため、農林⽔産省では⼟地改良法に基づき、農地・農業⽔利施設の整備等を実施。

１ ⼟地改良事業の特性と果たしてきた役割
（２）⼟地改良事業の概要 ②主な事業の内容

4

事業内容
（規模により国営、県営、市町村・土地改良区営）

農業基盤の課題

１ かんがい排水
事業

○ 農業水利施設（ダム、堰、用排水路、用排水機場等）の
整備・更新 ○ 基幹的水利施設※の３割が耐

用年数を超過

○ 点検・補修による長寿命化
の推進

２ 農地整備事業

○ 農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい施設の整備 ○ 狭小・不整形の農地は作業
効率が悪く、担い手農家も敬遠

○ 農地の大区画化・汎用化、
畑地かんがい施設の整備によ
り生産コストの大幅削減と収
量の増大

３ 農地防災事業

○ 集中豪雨・地震等の自然災害に対応するための農地の湛
水防止、ため池の改修等

○ 豪雨や地震の頻発化、激甚化

○ ため池は全国に16万か所。
そのうちの主要なため池の約
７割が江戸時代以前に築造さ
れており、豪雨や地震に対し
て脆弱なものが多数

※受益面積100ha以上の施設




